
金融監督等にあたっての留意事項について －事務ガイドライン－ （第二分冊：保険会社関係） 

現  行 改 正 案 

 

１－１５ その他 

 

１－１５－１～１－１５－１３ 

 （略） 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－３ 損害保険会社の経理処理 

損害保険会社の適正な経理処理に当たって、留意すべき事項は次のとおり。 

 

３－３－１～３－３－３ 

（略） 

 

３－３－４ 再保険契約の責任準備金の計上 

 

規則第７１条第１項第４号に規定する「保険会社の経営の健全性を損なうお

それがない者」とは、たとえば、次に該当する外国保険業者をいう。 

(1) 保険契約を再保険に付した保険会社（以下「出再会社」という。）の総資

産に占める外国保険業者が当該出再会社から引き受けた一の再保険契約に

係る一の保険事故により当該外国保険業者が支払う再保険金の限度額の割

 

１－１５ その他 

 

１－１５－１～１－１５－１３ 

 （同左） 

１－１５－１４ 再保険料または再保険金の額が事後的に調整される再保険の

取扱い 

保険会社が保険契約を再保険料または再保険金の額が事後的に調整される

再保険に付した場合において、再保険料の追加支払または再保険金の返戻（以

下「再保険料の追加支払等」という。）が確定した場合、再保険料の追加支払

等に相当する負債が当該決算期において全額計上（将来における再保険料の

追加支払等の発生の可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積もること

ができる場合に、所要の引当が行われていることを含む。）されているか（当

該再保険契約において、事後的な調整が重要な要素でない場合を除く。）。 

 

３－３ 損害保険会社の経理処理 

損害保険会社の適正な経理処理に当たって、留意すべき事項は次のとおり。 

 

３－３－１～３－３－３ 

（同左） 

 

３－３－４ 再保険を付した保険会社の経営の健全性を損なうおそれがない外

国保険業者 

規則第７１条第１項第４号に規定する「保険会社の経営の健全性を損なう

おそれがない者」とは、たとえば、次に該当する外国保険業者をいう。 

(1) 保険契約を再保険に付した保険会社（以下「出再会社」という。）の総

資産に占める外国保険業者が当該出再会社から引き受けた一の再保険契約

に係る一の保険事故により当該外国保険業者が支払う再保険金の限度額の



合が１％未満である当該外国保険業者（当該外国保険業者が再保険金の支払

を停止するおそれがあること又は再保険金の支払を停止したことが再保険

契約の仲介者等の情報により明らかな場合を除く。） 

(2)  出再会社が再保険に付した部分に相当する責任準備金を積み立てなかっ

たことがある場合の当該再保険を引き受けた外国保険業者（過去５年以内に

おいて当該外国保険業者が、出再業者との間で再保険金の支払を停止するよ

うな状態に陥ったことがある者である場合には除く。） 

 

３－３－５～３－３－８  

 （略） 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

割合が１％未満である当該外国保険業者（当該外国保険業者が再保険金の

支払を停止するおそれがあること又は再保険金の支払を停止したことが明

らかな場合を除く。） 

 

(2)  出再会社が再保険に付した部分に相当する責任準備金を積み立てなか

ったことがある場合の当該再保険を引き受けた外国保険業者（当該外国保

険業者が、再保険金の支払を停止するおそれがあること又は再保険金の支

払を停止したことが明らかな場合を除く。） 

 

３－３－５～３－３－８ 

 （同左）  

  

３－３－９ 出再責任準備金の開示 

  施行規則別紙様式第 12 号、第 12 号の 2、第 15 号及び第 15 条の 2に規定す

る出再責任準備金の金額の注記にあたっては、保険料積立金及び未経過保険

料並びに払戻積立金の計算上差し引かれた再保険に付した部分（以下「出再

部分」という。）に相当する金額を注記するものとする。 

  この場合において、出再部分を控除した計数を基に未経過保険料を計算し

ており、かつ、出再部分に相当する未経過保険料（以下「出再未経過保険料」

という。）の把握が困難な場合は、次の算式により計算した金額を出再未経過

保険料の金額として注記することができる。 

   出再未経過保険料＝出再正味保険料×未経過保険料 

          ／正味収入保険料 

  ただし、一般に公正妥当と認められる会計基準に照らし、より合理的かつ

妥当な計算方法がある場合には、上記算式にかかわらず、当該計算方法によ

り計算した金額を出再未経過保険料の金額として注記することができる。 

 

３－３－１０ 出再支払備金の開示 

  施行規則別紙様式第 12 号、第 12 号の 2、第 15 号及び第 15 号の 2に規定す

る出再支払備金の金額の注記にあたって、まだ支払事由の発生の報告を受け



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

ていないが保険契約に規定する支払事由が既に発生したと認める支払備金

（以下「既発生未報告損害支払備金」という。）の金額を平成 10 年大蔵省告

示第 234 号（以下「告示」という。）第 2条第 1項により出再部分を控除した

計数を基に計算しており、かつ、出再部分に相当する既発生未報告損害支払

備金の金額の把握が困難な場合は、以下により計算した額を出再既発生未報

告損害支払備金として注記することができる。 

ただし、一般に公正妥当と認められる会計基準に照らし、より合理的かつ

妥当な計算方法がある場合には、以下の算式にかかわらず、当該計算方法に

より計算した金額を出再既発生未報告損害支払備金の金額として注記するこ

とができる。 

 (1) 別表中「要積立額ａ」が「要積立額ｂ」を上回る場合は、次の算式によ

り計算した金額。 

   出再既発生未報告損害支払備金＝正味既発生未報告損害支払備金 

×出再普通支払備金／正味普通支払備金 

 (2) 別表中｢要積立額ｂ」が「要積立額ａ」を上回る場合は、次の算式により

計算した出再既経過保険料に同別表に定める割合を乗じた金額。 

    出再既経過保険料＝対象事業年度の出再正味保険料＋対象事業年度 

の前事業年度の出再未経過保険料－対象事業年度の出再未経過保険料 

   ただし、対象事業年度の前事業年度の出再未経過保険料及び対象事業年

度の出再未経過保険料については、上記３－３－９に定める出再未経過保

険料の金額とする。 

 

 

３－９ 再保険に関するリスク管理   

３－９－１ 再保険に係る方針の開示 

損害保険会社が規則第５９条の２第１項第４号イに掲げるリスク管理の体

制を開示するにあたっては、再保険を付す際及び再保険を引き受ける際の方

針についても分かりやすく開示するものとする。 

 

３－９－２ 保有・出再に関するリスク管理 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

損害保険会社が元受保険契約及び受再保険契約において引き受けるリスク

の保有・出再（自動車損害賠償責任保険及び地震保険に係る再保険プールへ

の出再を除く。）について、リスク管理上留意すべき事項は次のとおり。 

 

(1) 保有するリスクの規模・集中度を出再を通じて適正に管理するため、取

締役会その他これに準ずる機関において、的確な保有・出再政策が策定さ

れているか。 

 

(2) 保有・出再政策には、引受リスクの特性に応じた一危険単位及び集積危

険単位の保有限度額、出再先の健全性、一再保険者への集中の管理に関す

る基準が含まれているか。 

 

(3) 保有・出再政策上の保有限度額を超える引受リスクが、手配された再保

険によって適切にカバーされているか。 

   （注）手配された再保険が、意図したとおりに引受リスクを軽減するも

のであることを確認する必要がある。 

 

(4) 出再を行う各部門において自律的に保有・出再政策の遵守状況を確認す

る体制がとられるとともに、各部門とは独立に会社全体で保有・出再政策

の遵守状況を確認する体制がとられているか。 

 

(5) 再保険金の回収状況及び将来の回収可能性並びに出再保険の成績が確

認されているか。 

（注）再保険金の回収状況については、各出再先に対する債権・債務が

受再契約に係るものも含めて一元的に管理されていることが望まし

い。また、再保険の成績は、種目別、契約別、相手先別等リスク管理

上有効な方法で確認されることが望ましい。 

 

(6) 保険子会社等への出再を行う場合は、上記(1)から(5)までのリスク管理

がグループ単位で適正に行われているか。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－９－３ 受再リスクに関するリスク管理 

損害保険会社における受再（自動車損害賠償責任保険及び地震保険に係る

再保険プールからの受再を除く。）について、リスク管理上留意すべき事項は

次のとおり。 

 

(1) 受再を通じて増加するリスクを適正に管理するため、取締役会その他こ

れに準ずる機関において、的確な受再政策が策定されているか。 

 

(2) 受再政策には、引受を行う種目、地域等に関する基準が含まれているか。 

 

(3) 受再契約の締結に当たっては、出再保険者から十分な情報入手を行い、

当該受再契約に関する収益性やリスクについて十分な検討を行っている

か。また、主要な集積危険に関し予想最大損害額を把握した上で保有限度

額を超過しないよう適正な管理が行われているか。 

（注）予想最大損害額及び保有限度額は、元受と合わせて管理すること

が必要である。 

 

(4) 受再を行う各部門において自律的に受再政策の遵守状況を確認する体

制がとられるとともに、各部門とは独立に会社全体で受再政策の遵守状況

を確認する体制がとられているか。 

 

(5) 受再保険の成績が確認されているか。 

（注）再保険の成績は、種目別、契約別、相手先別、地域・形態別、引

受年度別等リスク管理上有効な方法で確認されることが望ましい。 

 

(6) 保険子会社等から受再を行う場合は、上記(1)から(5)までのリスク管理

がグループ単位で適正に行われているか。 

                         

 


